
(部局名)

1 開催日

2 委員の氏名及び役職等 委員長
委　員
委　員

3 審査対象期間

4 審査契約件数
（１）公共工事

①　競争入札によるもの
　　・審査対象件数 3 件
　　・審議件数 3 件
　　うち、低入札価格調査の対象となったもの 1 件
②　随意契約によるもの
　　・審査対象件数 0 件
　　・審議件数 0 件

（２）物品・役務等
①　競争入札によるもの
　　・審査対象件数 13 件
　　・審議件数 13 件
　　うち、契約金額が500万円以上の案件 10 件
　　うち、参加者が一者しかいないもの 4 件
　　うち、契約の相手方が独立行政法人となったもの 0 件
　　うち、委託契約金額に占める再委託金額の割合が2分の1を超えるもの

0 件
②　随意契約によるもの
　　・審査対象件数 5 件
　　・審議件数 4 件

3 件

1 件

0 件

0 件

5 審査案件の抽出方法

6 審査結果
不適切等と判断した件数 0 件
結果内容及び措置状況

所見なし

畔木　博則　　税理士

令和３年９月１日～令和３年１２月３１日契約締結分

　　うち、新規案件で競争性のない随意契約で調達しているもの

　　うち、企画競争又は公募をしたが、参加者（応募者）が一者しかいないもの

　　うち、契約の相手方が独立行政法人となったもの

　　うち、委託契約金額に占める再委託金額の割合が2分の1を超えるもの

(1)公共工事
　契約金額が500万円以上のもの
(2)物品・役務等
　①契約金額が500万円以上のもの
　②落札率が低いもの及び低入札価格調査の対象となったもの
　③落札率の高いもの
　④新規案件で競争性のない随意契約で調達しているもの
　⑤企画競争又は公募をしたが、参加者（応募者）が一者しかいないもの
　⑥契約の相手方が独立行政法人となったもの

公共調達監視委員会活動状況報告書

松本　康一郎　北星学園大学教授　（欠席）
舟橋　健市　　公認会計士・税理士
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令和３年度第２回北海道労働局公共調達監視委員会 議事録 

（令和４年３月３日） 

１ 開 会（１４時００分） 

２ 総務課長あいさつ 

３ 委員長代理の選出 

   委員長の欠席により、委員長代理を選出 

４ 事案の説明 

 （１）北海道労働局総務部総務課より第３回及び第４回北海道労働局公共調達審査会の審

議結果について報告を行った。 

 （２）北海道労働局総務部総務課より「第３回及び第４回北海道労働局公共調達審査会審

議対象一覧及び審議結果」に基づき審議対象案件の説明を行った。 

５ 審議内容 

 （１）令和３年９月１日から令和３年１２月３１日までの契約案件のうち、第３回及び第

４回北海道労働局公共調達審査会における審議案件の中から２０件を抽出して審議し

た結果、「適切」として了承を得た。 

（２）質疑等 

   ① 第３回北海道労働局公共調達審査会 

    ア 公共工事の競争入札に係る審議案件 

    特に意見なし 

 イ 物品・役務等の競争入札に係る審議案件：整理番号３－３及び３－５ 

    委員 ３－３と３－５の落札者は、どちらも昨年度と同じですか。 

       回答 どちらも昨年の落札者が違います。 

       委員 ３－５の落札者について、人件費について計上を抑えることで低価格

での落札となったと説明があったが、その業者は３－３では落札できな

かったようですが、これについてどう考えているのか。 

       回答 ３－３における入札額の積算内容が不明ですのではっきりとわかりま

せんが、３－３の入札日が先だったので、その経験をしたうえで３－５

の入札額の積算を頑張ったのかもしれません。 

       委員 委託業務に従事する人は、本来の業務に加えて受注した委託業務を行

うことになると思うが、委託業務に何割従事しなければならないという

ような制約などはあるのか。 

       回答 事業責任者については人件費の精算報告がありますが、人件費を計上

していないことから精算報告では専任を確認できないため、業務日誌等

で仕様書どおりであることが確認できるようにしておくことと指示して

います。事業責任者以外の人は、どこまで従事しなければならないとい
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うのは事業を行うことができる範囲にあるので、特に制約はありません。 

       委員 事業責任者に対して人件費を払うかどうかは落札者の判断ということ

なのですか。 

       回答 他の事業者であれば事業責任者の人件費が入ってくると思うのですが。 

       委員 事業責任者がいるという確認は、何か報告等で確認することになると

思うが、どのように確認しているのですか。 

       回答 事業途中での報告も求めており、最終的な結果報告をもらうとともに、

翌年度になりますが監査を実施し、業務日誌等により事業責任者の専任

についても確認することになります。 

       委員 当該落札者以外で人件費を計上しないようなところはありますか。 

    回答 ないと思います。 

ウ 物品・役務等の競争入札に係る審議案件：整理番号３－４及び３－７ 

       委員 入札において無効となった事業者がいるが、その理由はなんですか。 

       回答 現時点において具体的理由をお答えできませんが、通常は入札書の不

備（￥マークの記入もれ等）が無効の大きな理由になっています。 

       委員 ３－４と３－７は、毎年発注するのですか。 

       回答 毎年の発注になります。印刷物の内容については、雇用保険を受給者

にわかりやすい内容とするため、カレンダー等も毎年変更しています。 

       委員 そうなると、一度受注した業者はそれほど手直しをすることなく対応

できると思うのだが、落札した業者は昨年も同じ業者か。 

       回答 昨年と今年は違う業者となっています。印刷関係についてはいつも落

落札の額がデッドヒートの状況になっています。 

       委員 開札後に落札業者名や落札金額についての公表はしないのか。 

    回答 開札後に落札できなかった業者には落札業者名や落札金額を伝えてい

ます。 

 エ 物品・役務等の随意契約に係る審議案件：４－２ 

    委員 障害者就労施設からの調達と説明がありましたが、見積参加の２社は

双方との障害者就労施設なのですか。 

    回答 はい、そのとおりです。 

    委員 その２者から見積もりを徴した結果、低い金額を提出した者と契約し

たということですね。一般の契約と何が違うのですか。 

    回答 障害者の方々なので、スピードとか導入している機材等が入札に入っ

てくるような業者と差があるため、普通に入札にすると負けてしまうので、

障害者就労施設に絞って調達しているものです。 

    委員 説明の中で、前年より安くないといけないというような話があったが。 
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    回答 行政として、障害者就労施設からの調達額に目標値が設定されており、

その設定額が前年度を上回らなければならないとなっているので、印刷

等の調達についてこちらから障害者就労施設に対して声をかけさせてい

ただいているということです。 

   ② 第４回北海道労働局公共調達審査会 

    ア 公共工事の競争入札に係る審議案件：１－２ 

    委員 図面を見ると８台分の設置となっているが、規模はじゅうぶんなのか。 

    回答 それほど大きい事務所スペースではないので大丈夫です。 

    委員 説明の中で世界的な半導体不足などが懸念されていたとありましたが、

落札した業者は設備機器等を保有していたのか。 

    回答 落札したのは札幌の業者であり、元々業務エアコンに大きなシェアを

持っている業者であるので、メーカーからの調達ルートなどをもってい

たのではと考えています。 

 イ 公共工事の競争入札に係る審議案件：１－３ 

    委員 来客用駐車場を増やしたとの説明がありましたが何台分増えたのか。 

    回答 既存の駐車場スペース３６～７台分に対し１２台分を増やしました。 

    委員 今回の整備による駐車場の増加で間に合うのか。 

    回答 集客が多く予想されるイベントや業務については、別場所を借用する

等で多少の分散を図っており、何とか対応できるではと考えています 

 ウ 物品・役務等の競争入札に係る審議案件：整理番号３－１２ 

       委員 １回目の落札業者が辞退したため、２回目で落札者が決まったとの説

明でしたが、辞退した理由や落札金額をオープンにするのですか。 

       回答 辞退理由や予定価格について公表していません。「不調」ということで

２回目の広告をおこなっています。 

       ただし、辞退した業者につきましては「一定期間、入札に入れない」と

いうペナルティを課しています。 

    エ 物品・役務等の随意契約に係る審議案件：４－７ 

 委員 １９３部購入していますが、これは全道分ということですか。 

回答 仕様書に添付しておりますが北海道労働局及び労働基準監督署の労働

基準監督官全員分の購入となっています。 

委員 ネットで確認することで足りないのですか。 

回答 労働基準法の法解釈や関連判例などが掲載されており、労働基準監督

官の必携的な書籍となっているものです。 

          ずいぶん前に絶版になっていた書籍が復版されたものです。 

６ 閉 会 


